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第１章 委員会設置の趣旨と調査・研究の概要 

 

１節 委員会の設置上の趣旨と目的 

「70歳まで働ける企業」の普及促進は政府の重要な政策課題であり、その重要性は今後ま

すます強まると考えられる。それを受けて本委員会は高齢・障害・求職者支援機構によって、

「70歳まで働ける企業」を実現するための具体的な施策を検討することを目的に設置されて

いる。 

とくに、同機構のもとで高年齢者の雇用促進に当っている高年齢者雇用アドバイザーが、

「70歳まで働ける企業」を実現するために企業に対して行う相談・助言活動に活用できるア

ドバイス支援ツールを開発することが主要な任務である。平成21年度は、企業が60歳以降の

高齢社員（以下では「高齢社員」と呼ぶ）を有効に活用できる人事管理体制をどの程度整備

できているのかを評価する『「70歳まで働ける企業」実現に向けた雇用力評価チェックリスト』

を開発した。 

高齢社員の人事管理を整備するうえで企業が特に重要であるとしている課題は、定年後再

雇用された継続雇用者を中心とする高齢社員の賃金管理のあり方である。そうなると高年齢

者雇用アドバイザーは、『「70歳まで働ける企業」実現に向けた雇用力評価チェックリスト』

を活用して相談・助言活動を展開するさい、賃金管理の設計に関する専門的なノウハウを持

っていることが求められる。 

そこで本年度の本委員会は、高齢社員の有効活用につながる賃金管理の基本的な考え方と

基本骨格を整理したうえで、賃金モデルとそれを活用した助言・指導ツールを開発すること

を主要な作業目標とした。 

 

２節 調査・研究の概要 

高齢社員の賃金管理は実務面からみても研究面からみても、人事管理のフロンティアとい

える分野であり、「望ましい高齢社員の人事管理」の明確なモデルは存在しないという現状に

ある。そこで本委員会は、アンケート調査によって企業が行っている高齢社員の賃金管理の

現状を広く把握するとともに、事例調査によって、高齢者雇用の先進的企業の工夫とノウハ

ウを収集することを行った。本報告書のなかで提案されている賃金管理の基本的な考え方、

基本骨格、賃金モデルはこうした現状の把握と分析に基づいている。 

その際に重視したのは、第Ⅱ部『「70歳まで働ける企業」推進のための賃金制度』のなか

で詳細に説明しているが、企業が高齢社員をどのように活用しようとしているのかの活用施

策に関わる視点である。それは、賃金制度が企業にとって社員を有効活用して経営パフォー

マンスを上げるための道具であり、そのため「あるべき賃金制度」は賃金制度の視点からは

決まらず活用施策に規定されるからである。したがって、本委員会は、まず企業の高齢社員

に対する活用施策をどのように捉えるのかについて集中的に議論し、活用施策の特質を捉え



－6－ 

る類型化の枠組みを開発した。そのうえで、高齢社員の賃金管理の現状の把握と分析を行い、

それを踏まえて高齢社員の賃金モデルと助言・指導ツールについて検討した。  

 

３節 本報告書の構成 

以上の調査・研究の概要に対応して、本報告書は以下のような構成と内容になっている。 

まず第Ⅱ部において、高齢社員の賃金制度を設計するにあたって本委員会が持たねばなら

ない基本的な視点を整理したうえで、企業の活用施策の特質を把握するためのフレームワー

クを開発し、同施策の類型化を行っている。この基本的な視点と活用施策の類型化に基づい

て、また、アンケート調査と事例調査から得られた成果を活用して「目指すべき高齢社員の

賃金制度」を提案している。 

第Ⅲ部と第Ⅳ部では、第Ⅱ部で開発された基本的な視点と活用施策の類型化を踏まえて実

施された調査の結果が分析されており、第Ⅲ部がアンケート調査、第Ⅳ部が事例調査である。  

第Ⅴ部は、以上の作業を踏まえて、高年齢者雇用アドバイザーが活用する賃金制度の助

言・指導ツール（以後、賃金ツールと呼ぶ）のプロットタイプとその活用方法について説明

している。さらに、賃金ツールの有効性と改善点を確認するためにプロットタイプを活用し

て行った助言・指導の事例もまとめられている。賃金ツールの実用版の開発は、第Ⅴ部の内

容をベースに行われることになる。最後の第Ⅵ部では、「高齢社員の賃金制度はどうあるべき

か」についての本委員会メンバーの考え方が所収されている。 

ここでの総論では、主に調査で明らかにされた主要な点を整理し（第２章においてはアン

ケート調査、第３章においては事例調査）、それを踏まえて第４章では、高齢社員の賃金制度

の現状とその特質を把握し、「あるべき賃金制度」の方向性を提示したいと考えている。なお、

「あるべき賃金制度」と賃金ツールの詳細については、それぞれ第Ⅱ部と第Ⅴ部を参照して

ほしい。 
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